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Ⅰ　は じ め に
　国際的に事業を展開するようになって数十年が経過し，グローバル企
業，多国籍企業，世界的企業と称された多くの日本企業は，1990年代から
は過激な国際市場での競争にさらされ，一部の企業の衰退が日本経済全体
にも大きな影響を与えている。さらに途上国の産業発展，経済自立化およ
び新興諸国企業の台頭，成長，そしてリーマンショックに代表される世界
経済危機もあいまって，日本企業の競争環境はますます厳しいものとなっ
ている。そのような状況の中で，海外に設立された子会社は各々が企業努
力を重ね，一定の成果を上げることによって存続し，本社あるいはグルー
プ企業の発展，さらには所在している地域の発展にも貢献している。
　本稿は，経済産業省が実施している調査を手がかりとして日本企業の国
際的な事業展開の現状を概観し，厳しい環境の中で競争を続けている海外
子会社の業績評価がどのように実施されているか，本社がどのように海外
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子会社を管理しているかについて，過去に実施されたアンケート調査も参
考に若干の考察を試みるものである。
Ⅱ　日本企業の海外事業展開
１．海外現地法人の現状
　あらゆる分野の日本企業が「国際化」「多国籍化」「グローバル化」な
ど，その呼称は多様ではあるものの，販売市場，労働力などを求めて海外
へと進出，事業展開してきた。生産拠点の海外移転が進行し，国内生産活
動の空洞化に対する危惧も継続している。
　以下では，経済産業省によって毎年実施されている「海外事業活動基本
調査」 1）によりながら，日本企業の海外事業展開について概観することと
する。 2）
　現地法人数については，図表１の示す５年間を通して全体として毎年２
～５％台の増加率を示してきた。調査年度のアンケート回収率の差が存在
するため，厳密な数字とはいえないものの，漸増傾向が継続しており，基
本的に北米は横ばい，増加の中心はアジア地域であると理解してよいであ
ろう。
　2011年度についてみるならば，北米は全く同数の横ばい，アジアと欧州
が増加という結果となっている。中国の法人数の増加は約300と大きい数
字を示しているが，11年度の前年対比増加率は約５％である。ASEAN4や
NIEs3が２～３％台の増加率であるが，ベトナム，インド等で構成される
その他アジアが絶対数は小さいものの，増加率としては16％の伸びを示し
1）　経済産業省「第42回海外事業活動基本調査」（2012年７月調査）平成25年
３月公表（2011年度を対象とした調査）。上記の調査結果を中心とし，「第38
回海外事業活動基本調査」（2008年７月調査）平成21年５月公表までの各年
の調査結果を利用した。
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図表１　地域別現地法人数の推移 2）
地域別法人数（単位：社）
2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度
全地域 16,732 17,658 18,201 18,599 19,250
北米 2,826 2,865 2,872 2,860 2,860
アジア 9,967 10,712 11,217 11,497 12,089
中国 4,662 5,130 5,462 5,565 5,878
ASEAN4 2,763 2,891 2,952 3,027 3,111
NIEs3 2,036 2,072 2,124 2,162 2,238
その他
アジア
506 619 679 743 862
欧州 2,423 2,513 2,522 2,536 2,614
その他 1,516 1,568 1,590 1,706 1,687
出所：第38～42回海外事業活動基本調査。
ているのが特徴といえるだろう。
　図表２が示す地域別割合に関しては，５年間を通して，基本として横ば
い状態とはいえるものの，北米，欧州の割合が若干減少し，アジア，とく
に中国そして法人数と同様にベトナム，インドなどで構成されるその他ア
ジアの割合が増大しているのが特徴といえる。リスクは存在するものの，
中国の巨大市場および将来性が豊かで労働市場としても魅力のあるアジア
地域への進出が増加している実態を反映したものとなっている。
　図表３の示す現地への新規法人設立に関して，2011年度についてみるな
らば，ASEAN4，その他アジア，欧州への進出割合が上昇，中国，NIEs3，
2）　調査対象は金融・保険業，不動産業を除く企業であり，海外の「現地法
人」とは，日本側出資比率が10％以上の「海外子会社」と日本側出資比率が
50％超の海外子会社が50％超の出資をしている「海外孫会社」の総称。
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図表２　現地法人の地域別割合・グラフ
地域別割合（単位：％）
2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度
全地域 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
北米 16.9 16.2 15.8 15.4 14.9
アジア 59.6 60.7 61.6 61.8 62.8
中国 27.9 29.1 30.0 29.9 30.5
ASEAN4 16.5 16.4 16.2 16.3 16.2
NIEs3 12.2 11.7 11.7 11.6 11.6
その他
アジア
3.0 3.5 3.7 4.0 4.5
欧州 14.5 14.2 13.9 13.6 13.6
その他 9.1 8.9 8.7 9.2 8.8
出所：第38～42回海外事業活動基本調査。
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図表３　新規設立・資本参加時期別現地法人の地域別割合
　　　　地域別割合（単位：％）
2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度
北米 11.2 11.0 12.9 9.0 7.8
中国 28.1 29.4 29.0 35.3 27.3
ASEAN4 12.5 11.5 11.6 8.7 16.6
NIEs3 7.6 8.8 11.6 14.7 11.1
その他アジア 10.5 11.3 8.4 9.0 13.5
欧州 17.4 15.4 14.8 13.4 15.2
その他 12.7 12.6 11.6 10.0 8.3
出所：第38～42回海外事業活動基本調査。
図表４　現地法人従業者数の推移
2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度
前年度比 前年度比 前年度比 前年度比 前年度比
全産業 475 4.1 452 －4.8 470 4.1 499 6.2 523 4.7
製造業 395 4.3 357 －9.8 368 3.2 397 7.9 411 3.4
非製造業  79 3.6  95 19.9 102 7.3 102 0.0 112 9.5
出所：第38～42回海外事業活動基本調査。
北米などに進出した企業の割合が低下しているが，依然として中国への進
出が継続していることが示されている。
　図表４が示す現地法人の従業者数も，世界金融恐慌，リーマンショックの
生じた2008年度に一度減少したものの，平均約５％の増加を継続しており，
2011年度は総数で500万人台を超え過去最高である523万人に拡大した。
２．海外事業活動の現状
　図表５は，海外での生産状況の推移を示したものである。2007年度がこ
の約10年間で最も高い率を示し，それが従業者数と同じく，リーマンショ
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ックなどの影響から2008年度に大きく減少した。しかし，その後，全法人
ベースにおける2011年度が前年0.1ポイントのマイナスではあったが，全
体として概ね増加が継続しており，2007年度の数字に近づきつつあること
が示されている。
　図表６に示される2011年度における現地・域内販売比率は，北米が93.4
％，アジアが76.0％，欧州が85.3％と，アジアが一番低い数字を示してい
図表５　海外生産比率の推移・グラフ
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る。しかし，2002年度からの推移をみると，北米，欧州がマイナスである
が，アジアの比率が9.2ポイントの増加，とくに現地販売比率は11.4ポイン
トと大きく増加している。逆にアジアの日本への販売比率は5.4ポイント
のマイナスとなっており，アジアに関しては，現地生産，現地販売が拡大
している状況となっている。
　また，図表７の示す2011年度における現地・域内調達比率は，北米が
65.5％，アジアが71.2％，欧州が62.7％となっており，アジアが最も高い
比率となっている。2002年度からの推移では，３地域とも現地・域内調達
比率は増加している状況であり，とくに現地調達比率では欧州が12.2ポイ
ント，アジアが9.6ポイントと大幅な上昇を示している。それらに対応す
る形で，日本からの調達比率も各地域で30％を下回る結果となり，現地・
域内調達比率の増加を裏付ける結果となっている。
　その他，公表された結果概要においては，現地法人の売上高はほぼ横ば
い，経常利益，当期純利益がわずかに減少したものの，海外設備投資比率
が前年度比4.4ポイント増加して過去最大の21.5％という結果であり，製造
業の設備投資額が前年比32.5％増と大幅な増加となったことも報告されて
いる。また，日本側出資者向けの配当金やロイヤリティなどの現地法人か
らの日本向け支払が前年度比7.6％上昇して2.7兆円となり，過去最大とな
ったことも示された。
　これらの調査結果の示すところによれば，日本企業の海外事業活動につ
いては，業種によって若干の変動，相違はあるものの，ここ数年の全体の
傾向としては，法人数，従業員数，設備投資額など全般的に安定的な増
加・拡大傾向を示しているといえる。とくに，アジアでの事業活動は継続
的に拡大傾向にあり，中でもアジアの新しい地域での活動が活発化してき
ている。また，各地域での販売比率，調達比率が増加し，逆に日本との販
売・調達関係が減少傾向を示し，その点においては海外事業活動，海外法
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人の現地化が進行していると判断できる。
Ⅲ　海外事業展開の組織
　企業が海外における事業をスタートさせようとする場合，業種，業態，
事業展開の形態などによって多様なパターンがあるが，日本企業において
は次のような発展過程をたどったケースが一般的と考えられる。まず国内
の企業組織が海外事業展開に対応するように整備され，その後海外での子
会社，関連会社が設立され，本格的な国際的事業が展開されることとな
る。
　日本企業が国際的事業展開を始めた初期の段階において，多くの企業で
長期間採用されたのが輸出部組織である。輸出部組織は海外への販売活動
を所管する部署として，販売部門，マーケティング部門の中に位置づけら
れることからスタートした。その後，輸出の割合が増大すると，国内販売
部門から独立した組織となったり，事業部制を採用している場合には輸出
事業部へと発展することとなる。日本においては，国内で生産した製品を
海外へと販売することから国際的な取引が開始されたため，この段階での
主要業務は貿易関連業務であった。
　海外での生産が開始される段階となると，次のステップとして販売部門
から切り離された独立した国際事業部組織が設けられることとなる。この
組織では，輸出，海外生産，販売，技術ライセンシングなど企業の海外活
動全般を総合的に管理する。経営の中心は国内事業であるが，海外事業を
切り離して管理することで海外事業に関する情報の集中，一元管理が可能
となる。しかし，製品開発，生産技術などに関して国内事業部への依存度
が高いために，国際化の規模が拡大するにしたがって，国内事業部との間
にコミュニケーション不足，技術援助，人材派遣などに関するコンフリク
トが生じることになる。結果として，国内と海外とを統合した事業戦略を
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実行する必要性から，次の段階としてのグローバル組織へと発展すること
となる。
　海外生産，活動拠点が増加した段階となると，国際事業部の機能は分散
して各事業部の管轄下に置かれ，各事業部は国際的な戦略のもと，国内事
業と海外事業を併せて行うグローバルな経営単位となる。これがグローバ
ル組織であり，一般にグローバル製品別事業部制とグローバル地域別事業
部制に大別される。製品別事業部制は，情報の一元化，技術支援，コミュ
ニケーションも良好となるが，地域が分散している場合には，その調整や
現地への対応が困難となる問題が生ずる。逆に，地域別事業部制は，地域
ニーズや地域特有の経営ノウハウへの対応が可能となるが，多種製品への
対応，地域間での開発技術，生産技術の共有，移転などが容易ではなく，
組織の非効率が生じることもある。製品別・地域別を組み合わせた組織が
検討されるなど，グローバルな経営戦略の実行のため，企業は各々の状況
に応じた組織体制の構築を試みたのである。
　世界を市場として事業展開する企業が多様なグローバル組織形態を採用
する段階となり，1980年代後半から「多国籍企業」「グローバル企業」と
いう用語も一般化し，日本企業も含めその経営スタイルが注目されること
となった。国際経営研究のバイブルともいえるバートレット ＝ゴシャール
が1989年の著作 3）で取り上げたのも，これら国際的な事業展開をする企業
の類型化である。
　「マルチナショナル企業」は，海外組織の市場規模が比較的小さなヨー
ロッパで展開された企業の特徴と合致するもので，海外組織に強い自立性
が与えられ，地域重視の分散型企業といえるものである。
　「グローバル企業」では，海外組織は規模の経営が追求されるオペレー
3）　Bartlett. C. A. and S. Ghoshal（1989）（吉原英樹監訳（1990））．
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ショナルな業務の遂行が中心であり，親会社の戦略を忠実に実行すること
が要求される。親会社による中央集権型の企業である。
　「インターナショナル企業」は，コア・コンピタンスは中央に集中し，
その他の部分は海外組織へと分散する組織である。知識は中央で創造し，
それを海外組織へと移転，現地適応をはかることから，海外組織の自立性
が認められている。
　「トランスナショナル企業」は，４つに類型化した組織形態における発
展型として位置づけられたものであり，目指すべき組織としてバートレッ
ト ＝ ゴシャールが提案・推奨した形態である。事業単位の専門化が進行
し，分散化するものの，組織単位同士の相互依存が強く，親会社，海外組
織の区分は希薄となる。各組織が共同で知識創造の役割を果たしつつ，情
報共有・知識移転によって世界的な企業経営を実現しようとする企業であ
る。各組織が戦略および業務遂行上のシームレスなネットワークを地球規
模で構築することを目指した組織といえるものである。
図表８　グローバル組織のタイプ別特徴
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存，専門化 
海外事業が果
たす役割
現地の好感を
感じ取って利
用
親会社の戦略
を実行
親会社の能力
を適応させ活
用
海外組織ごと
に役割を分け
て世界的経営
を統合
知識の開発と
普及
各組織単位内
で知識開発し
保有
中央で知識開
発し保有
中央で知識開
発し海外組織
に移転
共同で知識開
発し，世界中
で共有
出所：吉原（1990）88頁。一部修正。
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　バートレット ＝ ゴシャールは，国際的な事業を展開する企業にとって，
「トランスナショナル企業」の形態が，発展型，理想型であることを主張
したものであり，それは，「グローカル」 4）に代表されるようなグローバル
とローカルあるいはリージョナルといった世界的な経営の効率化と地域へ
の適合・現地化の２つの要素の統合という国際的な企業経営の最重要課題
を明確化したといえるであろう。これらの理想型の「トランスナショナル
企業」を実現するためには，組織を統合するための総合的なネットワーク
が重要であり，組織構造，マネジメント・システム，管理者の意識などの
変革が必要であり，それを支えるものとして直接的に明示はしていないも
のの，世界規模の統合情報システムを前提としていたものと理解できる。
　しかし，実際の企業の国際的な事業展開は多種多様であり，全ての企業
がグローバル組織として国際的な事業展開をしているわけではなく，上述
の日本企業の事業展開の発展段階にみられるように，販売活動の国際化の
段階，生産活動も含む国際化の段階，特定の地域だけを対象とした地域重
視の国際化の段階があり，その次の局面がグローバル組織としての国際分
業の段階と区分することができる。また，グローバル組織の段階であって
も，各企業は上記４つの類型に代表されるような異なる特徴を有している
のである。
Ⅳ　海外子会社の業績評価指標
１．業績評価指標
　国際的な事業展開をしている企業は，業種，業態，規模，資本状況，進
出目的，進出地域や国の制度，文化，さらには企業あるいは当該事業の国
際化の段階によっても多様な状況にある。これらの海外事業および海外子
4）　「グローカル」「グローカリゼーション」という用語および国際経営の地域
主義に関しては以下を参照されたい。松崎和久（2005年）。
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会社などの業績をどのように評価するかについても，国際経営研究，管理
会計研究における重要な研究テーマである。
　企業グループや企業そして事業の業績を評価する時に利用されるもの
が，いわゆる財務的な業績評価基準あるいは業績評価指標である。従来，
日本企業で利用されている業績評価指標の最も一般的なものは経常利益や
税引き前利益といった利益額や売上高といった実績額が主流であり，その
他には売上高増加率や売上利益率，資本利益率といった比率が利用されて
いた。
　しかし，日本のステークホルダーの情報要求の高度化，外国人株主の増
加，そしてグローバル・スタンダードへの移行へ向けての圧力による損益
計算書重視から貸借対照表重視への会計観の変化，さらには非財務的業績
評価指標への関心の高まりなど，会計制度の変更による影響もあり，2000
年前後を契機として多様な業績評価指標が注目を浴びることとなった。
　基本的に企業の経営分析，企業評価に利用されている指標とは，上述の
利益額，売上高といった実績額の他は，収益性指標，安全性指標，生産性
指標，成長性指標に分類される各種比率や回転率などである。
　収益性指標には，総合的収益性指標として営業利益，経常利益の各利
益，そして総資本，自己資本などの各資本を対象とした資本利益率，売上
高利益分析として売上高と各利益を対象とする売上利益率，売上高人件費
比率など，さらには回転率・回転期間指標として資本回転率，棚卸資産回
転率，売上債権回転期間などがある。安全性指標には，短・長期支払能力
指標としての流動比率，固定長期適合率など，さらには資本安定性指標と
しての自己資本比率，キャッシュフロー関連比率などがある。また，生産
性指標には，労働生産性や一人当たり売上高などがあり，成長性指標とし
ては，売上高，利益，資本などの各増加率がある。これ以外にも，株主付
加価値，キャッシュフローによる投資収益率（CFROI :  Cash Flow Return on 
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Investment）や株主投資利益率（TSR :  Total Shareholder Return）といった新
しい業績評価指標も利用されている 5）。
　また，企業や事業の評価には財務的指標だけではなく，シェア，顧客満
足度，新製品開発期間，リードタイム，不良率，リサイクル率といった多
様な非財務的指標を利用することも多くなった。財務的指標と非財務的指
標を組み合わせた総合的な業績評価制度や，バランスド・スコアカードに
よる評価も導入・活用されている。しかし，実際には財務的指標重視の傾
向は変化しておらず，最近の業績評価指標の重視度の調査結果において
も，製造業で財務指標5.80，顧客関連指標3.90，業務プロセス関連指標
3.40（７点尺度の平均），非製造業で財務指標5.57，顧客関連指標4.35，業務
プロセス関連指標3.48となっており，やはり財務的指標の重視度が高いと
いう結果となっている 6）。
２．海外子会社の業績評価指標
　実際に海外子会社はどのような業績評価指標を用いて評価されているの
かについては，過去，いくつかの調査が実施されている。海外子会社の業
績評価指標について，伊藤（2004）によって作成された1999年調査結果お
よび過去の調査と比較したものが図表９である。ここで示された結果から
すると，どの調査においても最も重視されたのは期間利益額であり，次い
で売上高や売上高利益率といった収益性指標としての財務的数値であるこ
とが示された。また，この表には含まれていないが，1993年に実施された
5）　次の文献では，企業が重視している財務業績指標に関する複数の調査結果
を一覧表にして整理している。いずれの調査でも，売上高および利益額が上
位を占めており，投資利益率や株主付加価値の重視度は高くない。吉田・福
島・妹尾（2012）28頁。
6）　2009年に実施された調査結果。上掲書，119頁。
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調査においても，多くの会社が海外子会社の業績評価に主として会計数値
（財務尺度）を利用しているという結果が示された 7）。1999年調査では，海
外投資した時期を1985年以前と1986年以降とに分けて各々の調査結果を示
しているが，上述の財務的指標にくわえ，非財務的指標である原価低減や
品質も重視されている結果が示されている。1985年以前に海外投資したグ
ループの方がいずれの指標においても数値が高く，相対的に業績評価を重
視しており，また，とくに売上高利益率，原価低減，品質の数値が高くな
7）　７点尺度で平均値5.25の結果であった。上條（1995）75頁。
図表９　海外子会社の業績評価指標
Choi et al. Abdalla et al. 佐藤康男 伊藤和憲　1999年
1983年 1985年 1991年 85年以前 86年以降
売上高 2.10 3.71 4.30 4.26
期間利益額 2.50 4.15 4.15 4.70 4.44
売上高
利益率
1.80 3.46 4.40 3.93
ROI（ROA） 1.70 3.91 2.42 3.76 3.37
ROE 0.95 3.30 3.22
EVA（RI） 0.60 3.00 2.96
配当額 3.61 3.22
原価低減
（生産性）
2.00 4.30 3.48
品質 1.70 4.55 3.81
技術力 1.00 3.76 3.41
その他 1.52 1.69
　注： Choi等は４点，他は５点リッカートスケールに調整し，いずれも高得点ほど重
要。
出所：伊藤和憲（2004）118頁。
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っていることが示されている。これは，グローバル経験が長いほど海外子
会社の戦略的位置づけが高く，その業績が親会社の業績に影響を及ぼしや
すくなるためと考えられると指摘している 8）。ROIや ROEの数値はそれほ
ど高くなく，利益額や売上高を重視する傾向は米国と日本とでそれほどの
違いがない。また，日本では品質の向上や原価低減を重視する傾向がある
こと，EVA（経済的付加価値）は海外子会社の業績評価指標としてはほとん
ど使用されていないであろうことが明らかにされている 9）。
　海外子会社の業績評価手法として，非財務的指標も活用するバランス
ド・スコアカードの導入もそれほど進んでいる状況にはなかった。海外子
会社の製造業・非製造業の区分による海外子会社を対象に，バランスド・
スコアカードの４つの視点に対応した業績評価指標の利用状況調査に関す
る分析結果が公表されている 10）。財務的指標に関しては，売上高成長率と
経常利益率が製造子会社よりも販売子会社で重視されていること，販売子
会社，製造子会社の各々に対応した指標が重視されていること，製造子会
社が販売子会社よりも投資利益率を重視するということはなかったといっ
た分析結果であった 11）。財務の視点以外の顧客，業務プロセス，学習と成
長の視点に関連する指標についても製造子会社，販売子会社別に分析し，
そしてバランスド・スコアカードの導入と重視する指標との関係について
分析している。バランスド・スコアカードは非財務的指標も重視するた
め，バランスド・スコアカードを導入済みまたは導入予定の企業は，導入
していない企業よりも非財務的指標を重視しているとの仮説について分析
8）　伊藤和憲（2004）118頁。
9）　上掲書　119頁。
10）　朝倉（2007）81-96頁。2004年に実施された調査結果である。
11）　財務的指標の選択肢は，売上高成長率，経常利益成長率，投資利益率，経
済付加価値，企業価値であり，売上高，利益の選択肢は無い。上掲書 82頁。
海外子会社の管理に関する一考察（成田）　263
を試みたが，結果としてバランスド・スコアカードと非財務的指標の重視
との関連性は認められなかったとの結果である。導入の障害についての質
問には，本社でも導入していないという回答が最も多く，バランスド・ス
コアカードが提案されてから10年未満の段階での調査であることもあり，
未だ実務には浸透していない段階であったものと考えられる。
Ⅴ　海外子会社の管理
　海外子会社とは，本社あるいはグループ企業としての国際的戦略に基づ
いて設立されるのが一般的であるとされ，その戦略のもと，新しい市場の
開拓や既存市場の拡張を目的とした市場対応型，主として製造拠点として
安価な雇用環境を求める労働力調達型，同じく製造拠点として安価または
良質な原材料に焦点を絞った材料調達型などのパターンにより，海外への
事業展開が実施される。前節の調査結果にもあったように，市場対応型に
よって設立された海外販売子会社であれば，売上成長率の他，顧客の視点
としての顧客定着率やリピート購買率，労働力調達型や材料調達型であれ
ば，製造原価や労働生産性の他に業務プロセスの視点としての歩留まり率
や生産リードタイム，材料調達率といった指標が利用されることが考えら
れる。しかし，実際に海外での事業展開のパターンは多様であり，各企業
の状況に応じた複合的な目的のもとで海外子会社が設立されている。
　筆者はここ数年，金属素材から自動車部品や電子材料に至るまでの幅広
い事業を対象としたカンパニーから構成され，その各々が国際的な事業展
開をしている日本企業の管理者およびその海外子会社の現地社長あるいは
管理者から直接インタビューする機会を得た 12）。それらの研究調査におけ
12）　2007年から2013年の間，中国，ベトナム，インドネシアといったアジアを
中心に，主にこの企業グループの海外子会社を対象に合計で15社程度の訪問
調査を実施した。
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る個別事例によれば，その企業グループの組立型事業である自動車部品を
製造している海外子会社の場合は，米国，欧州，そしてアジアに生産拠点
としての複数の海外子会社を設立している。安価な労働力を求める労働力
調達型に分類される海外進出のケースもあるものの，自動車部品製造とい
う事業の特性から，基本的には顧客が海外製造拠点を設立し，その顧客か
らの要請による部品提供を目的として海外子会社を設立するケースが多い
とのことであった。また，素材型事業である金属箔，線，条といった金属
素材事業に属する海外子会社は，自動車部品製造事業ほど取引関係がタイ
トではないが，顧客の海外生産・海外での需要に対応すること，発展途上
国の今後の新規市場を開拓すること，併せて安価な労働力を活用すること
を目的として海外への事業展開を決定した。
　この企業グループでは，幅広い事業展開をしていることから，理念とし
てはグループ企業としての国際的戦略があるものの，この企業におけるカ
ンパニー・レベル，一般的には各事業レベルにおける戦略に基づく事業活
動が展開されているという印象である。また上述のとおり，組立型の自動
車部品製造事業では，２次サプライヤー（Tier2）の立場として，１次サプ
ライヤー（Tier1）の動向あるいは要請により海外拠点への進出，子会社設
立を検討，決定するとのことである。海外子会社設立後は独自の得意先を
開拓するための営業は展開することにはなるが，海外子会社設立の契機と
しては受動的であり，事業としても積極的な国際的戦略の展開ではないと
考えられる。また，本社が直接海外子会社を設立することや，カンパニー
によっては，国内に子会社を有し，その子会社と本社とが共同出資して海
外子会社を設立することもある。本社あるいは国内子会社と共同により全
額出資して設立する場合の他，進出する国の規制により，現地資本の出資
が必要となる場合や，日本の他の企業，あるいは商社が共同出資している
状況も存在する。素材型である金属素材事業に関しては，現地の産業・経
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済振興の基盤を形成するために国営に準じる企業との合弁会社を運営して
いる場合もあった。
　これらのインタビューした企業における海外子会社の業績評価指標につ
いては，これまでの多くの調査結果の分析結果と同様，その中心は会計数
値，とくに利益額が重視されている。事業内容に相違があり，資本関係が
多様なケースもあるが，現地の管理者の多くは，一義的には利益が出てい
れば事業の撤退は無いといった判断をしている。どの海外子会社でも本社
およびカンパニー本部に対して，基本的には予算対比を含む月次の財務諸
表によって事業報告することが制度化されている。利益が出ていること，
親会社への配当が継続していること，予算が達成されていることが最も重
視されており，それらが達成されていれば本社からの干渉は少なく，事業
に関する海外子会社の自立性が相当程度確立しているとのことであった。
また対象が主として製造子会社が中心であったため，各海外子会社は，自
らの業績評価の指標，改善目標の指標として製造事業に応じた不良率，歩
留まり率，標準工数といった非財務的指標も利用していた。これらの非財
務的指標が利益額とともにその海外子会社の KPIとして選択され，定期
的に本社，カンパニー本部へと報告されるケースもあった。同じ製造子会
社といっても，組立型である自動車部品製造事業と素材型である金属素材
事業とでは，製造工程，リードタイム，納期などその内容には相当の相違
があり，海外子会社自らの業績管理，本社による海外子会社の管理とも，
金属素材事業に比べて自動車部品製造事業の方がタイトであり，より多く
の業績評価指標，KPIが利用されていた。
　上述のとおり，海外子会社の設立は，一般的には本社グループとしての
国際的戦略を前提とするものではあるが，実際には事業レベルの国際的戦
略のなかで検討，決定されるものであり，しかもそれらが自社主導の能動
的な事業展開ではない場合もある。海外子会社は，事業内容，規模，設立
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の動機・背景および市場対応や材料・労働力調達といった進出目的，本社
や現地資本などによる資本構成，顧客・取引先との関係，進出地域や国の
制度・文化，さらには企業あるいはその事業の国際化の段階により多様で
あり，それらがその海外子会社の組織特性を形成しているといえる。これ
らの要素は，それぞれが１つの詳細レベルでの組織特性とも考えられるも
のであり，また相互に影響を及ぼす関係にもある項目であり，これらの海
外子会社の総合的な組織特性が，その事業の業績評価および業績評価指
標，さらには本社の海外子会社に対する管理方針決定への大きな影響要因
であると考えられるのである。多様な組織特性を有する多くの海外子会社
を共通の対象とする新たな業績評価方法および業績評価指標の構築は非常
に困難なものといえる。その意味からは，会計基準に若干の相違はあった
としても，広く世界共通にビジネスの言語として利用されている会計数
値，しかもあらゆる企業努力の成果を示していると考えられる利益額が業
績評価指標として最も重視・利用されていることは当然の結果であり，実
際に多くの関係者に共通の概念として理解可能であり，かつ同意を得られ
る業績評価指標であるといえるのである。
Ⅵ　お わ り に
　経済的付加価値の活用やバランスド・スコアカードの利用に関する研究
についても参照したが，新しい概念や手法が一般に広く理解され，その効
果や有効性が認識されるためには相当の期間を要するものといえる。とく
にバランスド・スコアカードは，評価を改善行動へと結びつける経営管理
手法として，財務的指標と非財務的指標の両方を活用し，各組織の実態に
対応した指標を選択することが可能であることから，企業あるいは各事業
の業績評価手段としては今後ますます注目されることになり，多くの企業
へと浸透していくことが期待される。財務的指標，とくに売上や利益が広
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く社会に浸透したのと同様，業績評価手法・経営管理手法としてのバラン
スド・スコアカードや経済的付加価値についても，広く一般に活用される
ように会計分野におけるさらなる研究，そしてその成果の普及に努めるこ
とが重要となる。
　本稿は，先行調査結果および分析を概観し，そして筆者による個別企業
のインタビュー結果を断片的に紹介したにすぎない。これらの個別の海外
子会社および企業グループの調査結果を整理・分析し，より詳細な組織特
性を考慮した業績評価，子会社管理の在り方についての検討は，今後の研
究課題としたい。
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